
文京区マンション共用部分改修費助成要綱 

 
２９文都住第６８６号平成３０年３月３０日区長決定 

２０１９文都住第１０９１号令和２年３月３１日区長決定 

２０２０文都住第１１５１号令和３年３月２９日部長決定 

２０２１文都住第７７９号令和４年２月１０日部長決定 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、文京区の区域内（以下「区内」という。）に所在するマンションにおいて、共

用部分のバリアフリー化工事を実施するものに対し、予算の範囲内において当該工事に係る費用

の一部を助成することにより、区内の住環境及び地域環境の向上に資することを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定めるところに

よる。 

⑴ 公的住宅 国、地方公共団体、独立行政法人（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３

号）第２条第１項に規定する独立行政法人をいう。）又は地方住宅供給公社が供給する住宅をい

う。 

⑵ 分譲マンション ２以上の区分所有者（建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第

６９号。以下「法」という。）第２条第２項に規定する区分所有者をいう。）が存する建物で人の

居住の用に供する専有部分（同条第３項に規定する専有部分をいう。以下「住宅部分」という。）

のあるものをいう。 

⑶ 賃貸マンション 居住目的の賃貸借の用に供する共同住宅をいう。ただし、社宅、従業員住

宅の用に供する住宅及び公的住宅を除く。 

⑷ 管理組合 マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法律第１４９号）第

２条第３号に規定する管理組合をいう。 

⑸ 共用部分 法第２条第４項に規定する共用部分をいう。 

⑹ 敷地 法第２条第５項に規定する建物の敷地をいう。 

⑺ バリアフリー化工事 段差の解消、手すりの設置その他のバリアフリーのために行う工事を

いう。 

（助成対象者） 

第３条 この要綱による助成金（以下「助成金」という。）の交付を受けることができる者（以下「助

成対象者」という。）は、次に掲げる条件を備えた者でなければならない。 

 ⑴ 分譲マンションの管理組合 

  ア 管理する分譲マンションの延べ面積（共用部分を除く。）の２分の１以上が居住用であるこ

と。 

  イ 管理組合が適正に運営されていること。 

  ウ 管理規約が整備されていること。 

  エ バリアフリー化工事の実施及びその経費について、管理組合の総会又は臨時総会により決

議されていること。 

  オ 本要綱に基づく助成金の交付を受けていないこと。 

  カ 第５条の助成対象経費について、文京区又は他の公共団体から助成金等の交付を受け、又

は受ける予定でないこと。 

 ⑵ 賃貸マンションを所有する個人（以下「所有者」という。） 

ア 所有する賃貸マンションの延べ面積（共用部分を除く。）の２分の１以上が居住用であるこ

と。 

  イ 住民税を滞納していないこと。 

  ウ 本要綱に基づく助成金の交付を受けていないこと。 

  エ 第５条の助成対象経費について、文京区又は他の公共団体から助成金等の交付を受け、又

は受ける予定でないこと。 

 （助成対象工事） 



第４条 助成の対象となる工事（以下「対象工事」という。）は、次に掲げる条件を備えたものでな

ければならない。 

⑴ 助成対象者が、マンションの共用部分又は敷地において新たに行うバリアフリー化工事であ

ること。 

 ⑵ 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）その他の法令に違反しないこと。 

 ⑶ マンションの共用部分又は敷地のうち、営業行為を行う部分に係る工事でないこと。ただし、

当該営業行為を行う部分が、マンションの共用部分と一体的な構造であって、マンションの居

住者の居住の用に供されている場合は、この限りでない。 

２ 前項の規定にかかわらず、建物の一部に公的住宅が併存する分譲マンションの場合であって、

当該分譲マンションにおける住宅部分の延べ面積の２分の１以上が公的住宅における住宅部分で

あるときは、当該建物に係る工事の全部を助成の対象としない。 

（助成対象経費） 

第５条 助成金の対象となる経費（以下「助成対象経費」という。）は、対象工事に要する経費のう

ち、本工事費及び本工事に直接必要な付帯工事費（消費税を除く。）とする。 

（助成金の額） 

第６条 助成金の額は、助成対象経費に１０分の１を乗じて得た額又は助成限度額１００万円のい

ずれか低い額とする。ただし、算出した助成金の額に１，０００円未満の端数が生じたときは、こ

れを切り捨てる。 

 （助成の申請） 

第７条 助成金の交付を受けようとする管理組合又は所有者（以下「申請者」という。）は、対象工

事をする前に文京区マンション共用部分改修費助成金交付申請書（別記様式第１号。以下「交付申

請書」という。）に次に掲げる書類を添えて、区長に提出しなければならない。ただし、第５号か

ら第８号までについては申請者が管理組合である場合に限り、第９号から第１３号までについて

は申請者が所有者である場合に限り提出するものとする。 

 ⑴ マンションの配置図 

 ⑵ 対象工事の内容が把握できる図面（工事前後が分かるもの）の写し 

 ⑶ 対象工事に要する経費の内訳が確認できる見積書の写し 

 ⑷ マンションの検査済証又は確認済証の写し 

⑸ 管理規約の写し 

⑹ 直近のマンションの総会又は臨時総会で決議された予算書及び決算書の写し並びに決議の際

の議事録の写し 

⑺ 対象工事の実施及びその経費の決議に係る管理組合の総会又は臨時総会の議案及び議事録の

写し 

⑻ 現在の理事長が確認できる書類の写し 

⑼ 住民税納税証明書 

⑽ 建物の登記事項証明書（発行後３月以内のものに限る。） 

⑾ 土地の登記事項証明書（建物外における対象工事を含む場合に、発行後３月以内のものに限

る。） 

⑿ 建物が共有名義の場合にあっては、申請者以外の所有者全員の工事承諾書 

⒀ 土地が共有名義の場合にあっては、申請者以外の所有者全員の工事承諾書（建物外における

対象工事を含む場合に限る。） 

⒁ その他区長が必要があると認めた書類 

（助成の決定） 

第８条 区長は、交付申請書の提出があった場合において、その内容を審査し、かつ、必要な調査を

行い、助成することが適当であると認めたときは文京区マンション共用部分改修費助成決定通知

書（別記様式第２号）により、助成することが適当でないと認めたときは文京区マンション共用部

分改修費助成不承認決定通知書（別記様式第３号）により、申請者に通知するものとする。 

（権利譲渡の禁止） 

第９条 前条の規定による助成の決定（以下「助成決定」という。）を受けた者（以下「助成決定者」

という。）は、その権利を第三者に譲渡してはならない。 



（工事内容の変更） 

第１０条 助成決定者は、助成決定を受けた工事の内容を変更しようとするときは、速やかに文京

区マンション共用部分改修費助成変更申請書（別記様式第４号。以下「変更申請書」という。）に

次に掲げる書類を添えて、区長に提出しなければならない。ただし、当該変更が軽微なものについ

ては、この限りでない。 

⑴ 第７条の規定により提出した添付書類のうち、当該書類に係る変更内容が確認できる書類 

⑵ その他区長が必要があると認めた書類 

（変更の承認） 

第１１条 区長は、変更申請書の提出があった場合において、その内容を審査し、当該変更につい

て承認したときは、文京区マンション共用部分改修費助成変更承認書（別記様式第５号）により、

助成決定者に通知するものとする。 

（工事の中止） 

第１２条 助成決定者は、助成決定を受けた工事を中止するときは、文京区マンション共用部分改

修費助成中止届（別記様式第６号）により、速やかに区長に届け出なければならない。 

（実績報告書の提出） 

第１３条 助成決定者は、助成決定を受けた工事が完了したときは、文京区マンション共用部分改

修費助成実績報告書（別記様式第７号）に次に掲げる書類を添えて、速やかに区長に提出しなけれ

ばならない。 

⑴ 助成決定を受けた工事に係る契約書の写し 

⑵ 助成対象経費に係る領収書の写し 

⑶ 助成決定以降に理事長に変更があった場合にあっては、変更が確認できる書類の写し 

（助成金の額の確定） 

第１４条 区長は、前条の規定による実績報告書の提出があったときは、その内容を審査し、内容

が適正であると認めたときは、助成金の額を確定し、文京区マンション共用部分改修費助成金額

確定通知書（別記様式第８号。以下「通知書」という。）により、助成決定者に通知するものとす

る。 

（助成金の交付請求及び支払） 

第１５条 区長から通知書を受けた者は、速やかに文京区マンション共用部分改修費助成金交付請

求書（別記様式第９号）に支払金口座振替依頼書を添えて、区長に請求するものとする。 

２ 区長は、前項の請求があったときは、速やかに助成金を交付するものとする。 

（助成決定の取消し） 

第１６条 区長は、助成決定者が、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、助成決定の全

部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ 虚偽その他不正な手段により助成決定を受けたとき。 

⑵ 助成決定を受けた後、正当な理由なく３月を経過しても工事に着工しなかったとき。 

⑶ 工事完了の確認の結果、申請内容に適合していないと認めたとき。 

⑷ 助成金の交付を受ける前に助成決定を受けた工事を行うマンションを他人に譲渡し、又は居 

住の用以外の用途に供したとき。 

⑸ 第１１条の規定による承認を受けずに、助成決定に係る工事の内容を著しく変更したとき。 

⑹ この要綱その他法令に基づく区長の命令に違反したとき。 

２ 区長は、前項の規定により助成決定の全部又は一部を取り消したときは、文京区マンション共

用部分改修費助成決定取消通知書（別記様式第１０号）により、助成決定者に通知しなければなら

ない。 

３ 第１項の規定は、第１４条の規定による助成金の額の確定があった後においても適用する。 

（助成金の返還） 

第１７条 区長は、前条の規定により助成決定の全部又は一部を取り消した場合において、当該取

消しに係る部分に関し、既に助成金を交付しているときは、期限を定めて、その返還を命ずるもの

とする。 

（その他） 

第１８条 助成金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、文京区補助金等交付規則（昭



和４９年１２月文京区規則第４４号）に定めるところによる。 

（委任） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、都市計画部長が別

に定める。 

 

付 則 

  この要綱は、平成３０年４月１日から施行する。 

付 則 

  この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

付 則 

  この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

  この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 


